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はじめに
　（1）　研究目的
　日中・太平洋戦争において、日本国民は、どのようにして軍事行動としての「戦争」を
正当化し、戦闘行為に加わっていったのかを考察する。
　また、上記の過程でプロパガンダがどのように使用されたのかを分析する。
　（2）　定義
　ここで対象とする「戦争」は 1937年 7月に始まった日中戦争、及び 1941年 12月に開
戦した太平洋戦争とする。
　また、「プロパガンダ」とは、特定の態度や行動を誘発・強化するという目的のもとで、
思想や情報を広めることをさす。
　（3）　研究方法
　国民の精神に影響を強く及ぼすもの、という観点からメディアを研究対象とする。
　また、当時はテレビが普及していない時代であり、国民が情報を得る手段としては新聞
とラジオしかなかった。戦争には国民の大半が参加しており、自身の親兄弟・親戚・隣人
らの安否について知りたいという気持ちは、切実なものであったはずである。新聞・ラジ
オは戦時下において爆発的に購読者・聴衆を増やしている。両メディアが、いかに国民の
生活に密着していたか、国民に必要とされていたか、を表す事象である。
　そこで、私は新聞に特に注目し、「新聞が情報を提供する際に多用した表現」を分析し、
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新聞報道が国民に及ぼした心理的影響を考察していく。
　方法は、讀賣新聞のデータ・ベース『ヨミダス歴史館』を利用して、各キーワードのヒ
ット数、一面登場数、写真つき記事数を年ごとに統計し、そのデータと戦史を比較しなが
ら考察していく。
1.　プロパガンダの分類
　（1）　プロパガンダの分類
　国家が戦争を遂行するためには、国民に戦争をするしかないと信じ込ませなければなら
ない。そのために戦争プロパガンダが使われることになる。
　筆者はこれまでの先行研究をふまえて、日中・太平洋戦争における日本のプロパガンダ
を次のように分類した（ポンソンビー、1941、「官製の嘘」、「一人封千人」、「事実隠蔽」について、
同書 179─191頁、「写真の用心」、「政府広報の裏」について、219─236頁、「国々の嘘」、277─322頁、モ
レリ、2002、19、180頁）。1）
①　開戦理由に関するもの
②　敵の暴虐非道さを示すもの
③　受けた被害に関するもの
④　戦争の大義名分に関するもの
⑤　戦意を高揚させ、（国レベルでの）一致団結を呼びかけるもの
⑥　「天皇」を使用したもの
　「開戦理由及び戦争の大義名分に関するもの」は、アーサー・ポンソンビーの 10の法則
においての、1・2に相当する。「敵の暴虐非道さを示すもの」は、上記法則の 3と 6が相
当する。「受けた被害に関するもの」は、上記法則の 5と 7が相当する。「戦争の大義名分
に関するもの」は、上記法則の 4・8・9が相当する。「戦意を高揚させ、（国レベルでの）
一致団結を呼びかけるもの」は、上記法則の 10が相当する。
　最後の「「天皇」を使用したもの」であるが、当時の日本国内においての天皇の地位は
特別なものであった。いわば「責任を追及されることのない、最高権力者」であり、さら
には国家神道において、天皇は現御神であった。こうした状況から、「天皇」という存在
が国民に与えた影響は大きいと考え、天皇の権威を使用した、と考えられるものについて
は、特別に分類することとした。
　（2）　プロパガンダの具体例
　ここでは 1（1）節の分類に従い、実際に日中及び太平洋戦争に使われたプロパガンダ
の実例を挙げていく。
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①　開戦理由に関するもの：暴支膺懲、鬼畜米英
②　受けた被害に関するもの：暴支膺懲、鬼畜米英
③　敵の暴虐非道さを示すもの：玉砕、英霊
④　戦争の大義名分に関するもの：大東亜共栄圏、東亜新秩序、五族協和、八紘一宇
⑤　 戦意を高揚させ、（国レベルでの）一致団結を呼びかけるもの：一億特攻、一億
一心、尽忠報国
⑥　「天皇」を使用したもの：皇軍、皇国、臣民、聖戦、神風、神州不滅
　ここで、プロパガンダの実例の選出に関しては『戦争と放送』（竹山、1994）2）を参考にし
た。
　以下では簡単に用語説明と具体例についての説明を行う。
㾎　暴支膺懲─暴虐な中国（支那）を、日本が懲らしめる。
㾎　 玉砕─潔く死ぬこと。元景安伝『北斉書』の「大丈夫寧可玉砕何能瓦全（瓦と
して無事に生き延びるより砕けても玉のほうがよい）」が出典である。
㾎　 聖戦─天皇の指導する自国の戦闘行為は常に正しく、それに参加することは崇
高な義務である。 
㾎　英霊─そうした聖なる戦闘に従事して死ねば、神になる。 
　①の「開戦理由に関するもの」は、「敵国はあまりにも非道であり、そのために日本は、
仕方なく戦争という手段をとった」という理論のもとに、戦争を正当化するプロパガンダ
である。そこで「敵国の非道さ」を端的に示しているものとして、「暴支膺懲、鬼畜米英」
を挙げた。
　③の「敵の暴虐非道さを示すもの」の具体例として「玉砕、英霊」を挙げた。これは両
者とも、被害を受けること、すなわち「死ぬこと」を正当化している。
　④の「戦争の大義名分に関するもの」は、戦争を継続することを正当化するプロパガン
ダであり、この点で、①の「開戦理由に関するもの」とは異なっている。戦争を行うこと
で、達成されると期待される目標を表している。
　
2.　プロパガンダの分析
　以下では、プロパガンダごとに、讀賣新聞でのヒット数、1面登場数、写真つき記事数
を年毎に統計し、それを表にまとめたものを紹介する。
　（1）　開戦理由・敵の暴虐非道さに関するもの
ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
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1937 16 9 56 3 19
1938 4 1 25 1 25
表 1　暴支膺懲
　暴支膺懲は 1937年 7月 7日の盧溝橋事件をうけて、近衛内閣が 8月 15日に国民政府に
対して発表した、断固膺懲声明に由来するものである。暴虐な中国を懲らしめるという意
味で用いられた。
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1942 1 0 0 1 100
1943 9 3 33 3 33
1944 18 7 39 4 22
1945 5 4 80 0 0
表 2　鬼畜米英
　鬼畜米英は連合国であったアメリカおよびイギリスに対する戦時標語として広く用いら
れた。なお紙面上では「鬼畜米英」と完全に表記するのではなく、「鬼畜」のみの表記で、
米国および英国を指し示すものが多かった。
　（2）　受けた被害に関するもの
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 93 19 20.4 43 46
1938 194 44 22.7 87 45
1939 177 40 22.6 69 39
1940 88 12 13.6 35 40
1941 73 20 27.4 36 49
1942 126 15 11.9 50 40
1943 165 26 15.8 54 33
1944 52 9 17.3 27 52
1945 29 9 31 8 28
表 3　英霊
　表 3　英霊についてまとめたものである。ヒット数は 1938─1939年の間と、1942─1943
年の間の 2回にわけて、ピークが来ている。この要因については、次の項目で考察する。
一方で、1面記事の割合と写真付き記事の割合には、著しい変化は見られない。写真付き
記事が 1面記事に比べて、比較的高い割合で安定的に推移している。紙面を概観するに、
1面記事が写真付き記事に比べて少なかったのは、戦死者の逸話に関する記事が多かった
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からだと、推察できる。戦争中は多数の戦死者が出るものである。それらの一々に対し
て、貴重な 1面を割くことができなかったという事情もあったと考えられる。
　また記事に付随する写真のほとんどは、戦死者を慰霊する場面が切り取られている。こ
れには大別して 4つのパターンがあり、1つ目は戦死者が靖国神社に奉じられる場面、2
つ目は士官らが戦死した兵隊を弔う場面、3つ目は天皇が戦死者を弔う場面、4つ目は遺
族が自身の家族の死を悼む場面である。戦死者に対する哀れの感情を引き出し、国民の士
気を高める、という目的において、写真は効果的に用いられたのである。
ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 11 4 36 6 55
1938 11 1 9.1 2 18
1939 5 2 40 1 20
1940 3 0 0 0 0
1941 4 1 25 2 50
1942 1 1 100 0 0
1943 311 115 37 111 36
1944 287 152 53 76 26
1945 151 110 73 15 9.9
表 4　玉砕
　表 4　玉砕についてまとめたものである。
　玉砕が第二次大戦の中で最初に使われたのは、1943年 5月 29日、アリューシャン列島
アッツ島の日本軍守備隊約 2,600名が全滅した時である。全滅という言葉が国民に与える
動揺を少しでも軽くし“玉の如くに清く砕け散った”と印象付けようと、大本営によって
生み出された。
　以下が、当時の大本営発表である。
　大本営発表。アッツ島守備部隊は 5月 12日以来極めて困難なる状況下に寡兵よく
優勢なる敵兵に対し血戦継続中のところ、5月 29日夜、敵主力部隊に対し最後の鉄
槌を下し皇軍の神髄を発揮せんと決し、全力を挙げて壮烈なる攻撃を敢行せり。爾後
通信は全く途絶、全員玉砕せるものと認む。傷病者にして攻撃に参加し得ざる者は、
之に先立ち悉く自決せり3）。
　従ってここで注目するのは、1943年以降のデータについてである。1943年以降の 1面
記事と写真付き記事の割合に注目すると、両者が反比例の関係となっていることがわか
る。1943年における、1面記事と写真付き記事の割合はほぼ同じである。しかし、それ以
降その割合を増していく 1面記事数に対して、写真付き記事の割合は年を経るごとに確実
に減少している。
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　（3）　戦争の大儀名分に関するもの
ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 　 　 　 　 　
1938 2 0 0 　 　
1939 10 3 30 1 10
1940 149 95 64 43 29
1941 347 175 50 122 35
1942 743 153 21 214 29
1943 1046 368 35 321 31
1944 177 72 41 52 29
1945 62 49 79 9 15
表 5　大東亜共栄圏
　大東亜共栄圏とは、欧米諸国（特にイギリス・アメリカ合衆国）の植民地支配から東ア
ジア・東南アジアを解放し、東アジア・東南アジアに日本を盟主とした共存共栄の新たな
国際秩序を建設することを指す。
　昭和 15年（1940年）7月に近衞文麿内閣が決定した「基本国策要綱」に対する松岡洋
右外務大臣の談話に使われてから、一般的に用いられるようになった。公式文書としては
昭和 16年（1941年）1月 31日の「対仏印・泰施策要綱」が初出とされる。
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 　 　 　 　 　
1938 152 81 53 33 21
1939 315 136 43 87 27
1940 277 157 56 93 33
1941 119 76 63 38 31
1942 48 22 45 11 22
1943 42 18 42 9 21
1944 4 3 75 1 25
1945 8 7 87.5 1 12.5
表 6　東亜新秩序
　東亜新秩序とは、日本・満州・中国における、政治・経済・文化・国防などの分野を包
括した共同体のことであり、これを構築することを指す。東亜新秩序は 1938年 11月 3日
に内閣総理大臣であった近衛文麿が、「東亜新秩序声明」としてはじめて発表した。新聞
紙上でも、1938年から突如として登場した。
　ここで注目すべきは、1面記事の割合である。写真つき記事の割合が平均して 24％であ
るのに対し、1面記事の割合は平均が 58％と、大きく差をつけている。記事の半分以上が
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1面で登場しているというデータから、東亜新秩序に関係する記事が、当時の情勢におい
て大きな重要度を占めていた、ということが推察できる。
　（4）　一致団結を呼びかけるもの
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 4 2 50 2 50
1938 5 3 60 2 40
1939 1 1 100 1 100
1940 1 0 0 0 0
1941 1 0 0 1 100
1942 1 0 0 1 100
1943 7 1 14 5 71
1944 1 0 0 1 100
1945 0 0 　 　 　
表 7　尽忠報国
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 0 　 　 　 　
1938 0 　 　 　 　
1939 5 2 40 2 40
1940 27 11 41 12 44
1941 22 8 36 5 23
1942 18 11 61 4 22
1943 27 9 33 10 37
1944 18 7 39 4 22
1945 36 16 44 6 17
表 8　一億一心
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1944 1 0 0 0 0
1945 18 4 22 3 17
表 9　一億特攻
　（5）　天皇を使用したもの
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 52 1 1.9 4 7.7
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1938 11 4 36 0 0
1939 13 3 23 1 7.7
1940 4 0 0 1 25
1941 8 0 0 1 13
1942 12 0 0 6 50
1943 7 3 43 2 29
1944 174 70 40 60 34
1945 314 167 53 54 17
表 10　神風
　神風は、1944年から急激に紙面登場回数が増加している。この要因として第一に挙げ
られるのが、神風特別攻撃隊の存在である。神風特別攻撃隊は 1944年 10月 21日、レイ
テ沖海戦において初めて出撃した。当初はレイテ沖海戦に限定されていたが、戦局の悪化
に伴い広く戦闘に用いられることとなった。以降、神風特別攻撃隊の出動は 8月 15日の
終戦まで続けられることとなったため、1944年から 1945年にかけて紙面登場数が激増し
た。しかし、紙面では一般的に神風特別攻撃隊の出撃や戦死者についての扱いが多く、プ
ロパガンダとしての効果は低かったと推察される。
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 14 3 21 7 50
1938 69 21 30 30 43
1939 84 21 25 43 51
1940 138 68 49 47 34
1941 76 28 37 36 47
1942 48 16 33 14 29
1943 36 10 28 5 14
1944 9 5 56 4 44
1945 11 7 64 1 9.1
表 11　聖戦
　日中・太平洋戦争における聖戦とは、三国提携あるいは大東亜共栄圏の建設という、崇
高なる目的を達成するための戦闘行為のことを指す。
　紙面上での聖戦の使用は、1940年にピークを迎えている。これは紙面上での聖戦は、
占領地域における統治を正当化する場合において用いられることが多かった、ということ
と関連する。つまり聖戦は実際の戦闘行為を示すものではなく、アジア地域の占領という
行為を正当化するために用いられることが多かった、ということである。これは日中戦争
開戦直後の 1937─1938年のデータと、太平洋戦争開戦後の 1942年以降のデータを見れば
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明らかである。どちらにおいても、戦闘が最も激化していた時期であるのに、紙面上にお
ける聖戦の使用数は低い。
　1940年に汪兆銘は南京で親日政府（南京政府）を樹立した。これは、泥沼化する日中
戦争の和平交渉相手として日本政府が傀儡政権を作り、植民地支配を進めようとしていた
ことを示す。また 9月には北部仏印に進駐し、積極的にアジアに植民地を求める姿勢を出
している。そして同月、仮想敵国をアメリカとする日独伊三国軍事同盟を締結し、日本の
アジアにおける植民地支配をドイツ・イタリアに認めさせている。このように、1940年
において、日本はアジアの植民地支配のための準備を積極的に進めていたのである。
　従って、1940年に聖戦の使用が最も多いということは、聖戦が実際の戦闘行為を示す
のではなく、アジア地域の占領という行為を正当化するものなのだということを、示して
いるのだ。
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 1069 304 28 329 31
1938 1578 1158 73 378 24
1939 549 358 65 159 29
1940 303 130 43 57 19
1941 690 447 65 197 29
1942 962 529 55 282 29
1943 379 258 68 81 21
1944 648 489 75 86 13
1945 442 396 90 30 6.8
表 12　皇軍
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
1937 2 0 0 1 50
1938 1 0 0 1 100
1939 0 0 0 　 0
1940 0 0 0 　 0
1941 4 0 0 　 0
1942 1 0 0 　 0
1943 13 6 46 4 31
1944 21 13 62 8 38
1945 12 3 25 0 0
表 13　神州不滅
　 ヒット数 1面 割合（％） 写真つき記事 割合（％）
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1937 　 　 　 　 　
1938 4 1 25 1 25
1939 3 1 33 0 0
1940 5 2 40 2 40
1941 7 4 57 0 0
1942 7 5 71 0 0
1943 6 3 50 3 50
1944 1 0 0 0 0
1945 1 1 100 0 0
表 14　臣民
3.　考察
　2では、各プロパガンダについてのデータを紹介した。以下ではそれについて、論点と
すべきものを取り上げ、考察を加えていく。
　（1）　暴支膺懲と鬼畜米英─プロパガンダと戦況の関係について─
　図 1は、表 1、表 2をグラフにしたものである。1937─1938年は暴支膺懲のデータ、
1942─1945年は鬼畜米英のデータである。年ごとにヒット数・1面記事数・写真付き記事
数をまとめた。
　まず「暴支膺懲」が 1939年以降紙面に全く登場しなくなった理由を考察する。
　日中全面戦争突入直後、日本軍は中国の各地を攻略していき、12月には首都であった
南京も陥落した。しかし 1938年に入ると、日本政府は広東・武漢・重慶と拡大していく
戦線に苦慮し、3次にわたり近衛声明を発表し和平工作を図るなど、徐々に方針を転換さ
せていく。
　新聞の報道も、当時の戦局を忠実に反映している。特に顕著なのが 1面登場数であり、
1937年に比して 1938年は、全ヒット数における 1面登場数の割合が半分以下になってい
る。これは国民の関心が薄れたこと、報道の重要性が低下したことを示している。
　また 1939年以降は「暴支膺懲」というプロパガンダが紙面に登場することは皆無とな
った。しかし実際には日本軍は重慶に対する空襲や、殲滅作戦（いわゆる三光作戦）を実
行していた。
　「暴支膺懲」が紙面から遠ざかった要因として、国民の関心が中国ではなく世界に分散
したことが挙げられる。
　1930年代初頭、世界の多くの国は 1929年に起こった世界恐慌の影響を受けて政情不安
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に陥っていた。そして米英仏のように広大な植民地や豊富な資源を持たないドイツやイタ
リアにおいては、世界恐慌を克服するためにファシズムの勢力が力を得ていくこととな
る。この世界的なファシズムの台頭を受けて（ドイツ、イタリア、ソ連など一党独裁体制
による挙国一致政策を進めていたこれらの国々は経済成長（不況脱却）をしているかのよ
うに見受けられた）、全体主義こそが今後の世界の指針になりうると考えられた。そこで
日本は新体制運動を進め、1936年に日独防共協定、1937年には日独伊防共協定、そして
1940年に日独伊三国軍事同盟を締結する。こうして三国は、経済的な不安定から脱却す
るため、そして自国の体制を広めるために、領土（植民地）獲得を推し進めていく。こう
した全体主義への傾倒は「バスに乗り遅れるな」4）というスローガンのもと、反対意見を
抑え込んで強引に進められてゆく。
　この動きを後押ししたのが、1939年 9月 1日に欧州で開戦した第二次世界大戦におけ
る、ドイツ軍の緒戦における圧倒的勝利である。この勝利を目の当たりにした日本政府は
1940年 6月に対南方戦争案を発表、日中戦争終結にかかわらず南方の権益獲得を目指す
という方針を明らかにした。
　そして、国民の関心も泥沼化する日中戦争の局面ではなく、いかに南方の権益（東アジ
アおよび東南アジア）を獲得するかに移っていったのである。
　次に鬼畜米英についてである。
　「鬼畜米英」は 1942年に登場し、1944年が最もヒット数が多くなっている。日本は
1941年 12月 8日に英米に宣戦布告し、第二次世界大戦に参戦した。緒戦から 1942年前
半までは日本が破竹の勢いで進撃し、アメリカ本土空襲やオーストラリア、マダガスカル
20
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への攻撃を行った上、アジア太平洋地域の多くを植民地としていたイギリスやアメリカ、
オランダ軍を放逐し、太平洋アジア全域に広大な占領地を得、その影響圏をインド洋アフ
リカ沖やアリューシャン列島まで広げた。
　しかし、1942年 6月のミッドウェー海戦で日本は大敗を喫し空母戦力の大半を失った。
加えて 8月のガタルカナル島の戦いを契機に、連合国軍の反撃は始まり、ソロモン諸島や
ニューギニアで消耗戦を強いられ一進一退の攻防を続けることとなる。そして 1943年 11
月からいよいよ反攻作戦を本格化させ、ギルバート諸島のマキン島、タラワ島の戦いで日
本軍守備隊が全滅、同島はアメリカ軍に占領された。
　1944年には、連合国の一国であるアメリカ軍がマリアナ諸島のサイパン島を占領。日
本本土の大半はアメリカ軍の新型戦略爆撃機 B─29の行動範囲内に入る。戦略的ミスを続
けた日本海軍連合艦隊が壊滅状態に陥ったために、本土への補給路における制海権を喪失
したために商船隊も壊滅状態になり生産力が激減、神風特攻隊による攻撃が始まる。
　1945年になると、仏領インドシナのフランス植民地政府を放逐し、インドシナ半島を
勢力下に置くものの、本土における制空権を喪失したことで B─29の本土空襲が激化し
た。
　当時の戦闘状況と紙面上のデータを比較すると、「鬼畜米英」というプロパガンダが最
も多く使用された 1944年には、日本軍はかなり劣勢に置かれていたことがわかる。当然
国民の間には厭戦気分が色濃く漂っていたことだろう。そこで、戦争継続体制維持のため
に米英に対する敵愾心を国民に喚起し、戦争に奮い立たせるために、このプロパガンダが
利用されたものと考えられる。
　しかし、それでは 1945年にこのプロパガンダの利用が、紙面上で激減したのは何故な
のか。1944年のヒット数に比べて、1945年のヒット数は 4分の 1以下となっている。こ
れは鬼畜米英というプロパガンダが、「米英に対する敵愾心を国民に喚起し、戦争に奮い
立たせる」という効果を、すでに持たなくなっていたからではないか、と考えられる。
　1945年には、日本軍は制海権・制空権をともに失い、B─29の本土空襲が激化した。こ
れは軍需産業と国民の戦意に大きな打撃を与えた。すなわち、「鬼畜米英」というプロパ
ガンダだけでは戦争を継続させることは、現実的に不可能な段階にまで、当時の日本社会
が陥っていたのである。軍人ではない一般大衆が空襲で被害を受ける段階に至って、終戦
を前に、戦争遂行のための国家総動員体制は崩壊していた、そのために「鬼畜米英」など
という空しいプロパガンダを社会が受け付けなかったのではないか、ということが推察さ
れるのである。
　以上のように、暴支膺懲も鬼畜米英も敵国に対するプロパガンダであるのにもかかわら
ず、両者とも終戦を前に、紙面での使用が少なくなっていることがわかる。しかし、その
理由は暴支膺懲と鬼畜米英では大きく異なっている。暴支膺懲が、新たに登場した、より
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脅威の大きい敵国（英米）を前にして、以前の敵国（中国）を放り投げた形で終わってい
るのに対して、鬼畜米英は敵国（主に米国）の前に完全な敗北を喫し、プロパガンダを使
用するということすら出来なくなってしまっている。
　プロパガンダは、それが当初企図された目的を確実に遂行できる、絶対的なものではな
い。当時の国際状況や戦況に大きく影響され、その効果も変化していくものなのである。
　（2）　玉砕と英霊─戦況と紙面の関係について─
　戦況とプロパガンダ利用は反比例する。プロパガンダの限界。
　次に、1943─1945年のデータに注目すると、玉砕と英霊、両プロパガンダの共通点を見
出すことができる。それは 1943年にピークを迎え、以降、年を経るごとにヒット数が減
少しているということである。以下に主な玉砕戦を列挙してゆく。
1943年 5月 29日 :アッツ島守備隊玉砕 
1943年 11月 22日 :ギルバート諸島マキン・タラワ守備隊玉砕 
1944年 2月 5日 :マーシャル諸島クェゼリン環礁守備隊玉砕 
1944年 2月 23日 :マーシャル諸島ブラウン環礁守備隊玉砕 
1944年 7月 3日 :ビアク島守備隊玉砕 
1944年 7月 7日 :サイパン島守備隊玉砕 
1944年 8月 3日 :テニアン島守備隊玉砕 
1944年 8月 11日 :グァム守備隊玉砕 
1944年 9月 7日 :拉孟守備隊玉砕 
1944年 9月 13日 :騰越守備隊玉砕 
1944年 9月 19日 :アンガウル島守備隊玉砕 
1944年 11月 24日 :ペリリュー島守備隊玉砕 
1945年 3月 17日 :硫黄島守備隊玉砕 
1945年 6月 23日 :沖縄守備隊玉砕（指揮官の自決により組織的戦闘終了）
　上記を見ると、玉砕戦の数は 1943年が 2件、1944年が 10件、1945年が 2件ある。玉
砕戦の数だけを見ると、1944年が圧倒的に多くなっており、図 2のデータと矛盾する。
紙面上では玉砕の登場数は 1943年に最も多くなっているのである。
　実際に「玉砕」が紙面において、どのようなときに用いられたのかを観察すると、まず
1943年 5月アッツ島の敗北を契機として、一気に「玉砕」の使用が増加する。以降、同
年 11月にいたるまでの約 6ヶ月の間、「アッツ島」で「玉砕」した「勇士」らの話題が集
中的に紙面に上り続ける。（実際のアッツ島の戦いは約 2週間で決着がついている。）これ
らの記事は全般的に、アッツ島の戦いをかなり悲劇的な論調で描いている。具体的には
「軍神部隊　仰げ 2500柱　アッツ魂こそ必勝魂　桜井少将語る」5）などの記事によって、
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国民の戦意高揚のためのプロパガンダとして、用いられることとなったのである。1943
年 11月以降も玉砕戦は頻発しているにもかかわらず、アッツ島の戦いは、継続して登場
はしないものの、断続的に象徴的な説話として、紙面でも度々紹介されている。具体的に
は「続けアッツ魂　きょう玉砕の日　勇猛北の荒鷲　米鬼せん滅へ手ぐすね引く」6）など
の記事が挙げられる。
　しかし 1944年 6月にはいるとサイパン島の戦いについての記事が、紙面を集中的に占
めるようになる。約 1ヶ月に及ぶ戦いの戦況を日々克明に報じている。しかしアッツ島の
戦いと異なるのは、敗北後の記事が続かないという点である。戦闘中のサイパンの戦いの
扱いに比べて、敗北後の記事は非常に少なく、しかも短い期間に限定されている。最後の
記事は「父はサイパン島で戦死　唇噛みしめ増産の動員女学生」7）となっている。
　続く玉砕戦として、1944年 9月 15日に始まったぺリリューの戦いが紙面上で頻繁に取
り上げられている。この戦いでは日本軍が組織的な反抗を見せたため、2ヶ月以上に及ぶ
長期戦となったが、期間の長さに反比例して報道は少なく、戦闘期間中にもかかわらず、
サイパン島の戦いのような継続的な報道ではなく、断続的な報道になっている。そして特
徴的であるのが、アッツ島の戦いやサイパン島の戦いで見られた、戦死者を神格化する報
道は一切なされていないという点である。
　1945年に入ると硫黄島の戦いが集中的に報道され、兵士は神格化されてゆくが、それ
とは対照的に沖縄戦についての報道は極めて少ない。
　このように実際の紙面における報道のされ方を概観すると、報道と被害状況は必ずしも
一致しないことがわかる。1943年に比べて 1944年においては、玉砕戦と呼ばれる、連合
国軍に大敗を喫した戦闘が数多くあったのにもかかわらず、それら全てが報道されること
はなく、最終的には、1943年においての「玉砕」の語の使用が最も多くなっているので
ある。
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図 2　玉砕と英霊（ヒット数）
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　特徴的であるのが、各年、報道の扱いが大きくプロパガンダ的に利用される戦闘が、取
捨選択されているという点である。1943年においてはアッツ島の戦い、1944年において
はサイパン島の戦い、1945年においては硫黄島の戦いである。しかし図 3のデータが示
すように、その年の中での扱いは最も大きくても、記事の絶対数は年を追うごとに、確実
に減少している。
　（3）　東亜新秩序と大東亜共栄圏─紙面におけるプロパガンダの利用について─
　以下では戦争目的が拡大化し、収束していった推移を見る。
　日本軍はプロパガンダそのものの威信ひいては軍部への威信が低下することを恐れた。
　図 3は表 5表 6をヒット数に着目してまとめたものである。そもそも、東亜新秩序と大
東亜共栄圏の違いは、「日本を盟主とする共同体」のなかに含まれる国の数である。東亜
新秩序では日本・中国・満州の三国による共同体形成を構想しているのに対して、大東亜
共栄圏では東南アジアも含めたアジア全域を包摂しようとしている。ここで東亜新秩序並
びに大東亜共栄圏建設の目的は、アジアから、当時植民地支配などを通じて権力をふるっ
ていた西洋の勢力を追い出し、それまでの西洋支配とは異なる新しい秩序を構築しよう、
というものである。従って、東亜新秩序並びに大東亜共栄圏は、日本国民だけに対するプ
ロパガンダなのではなく、アジア全体に対してアジアの一体化を呼び掛けるものなのであ
る。そして、日本によるアジア支配を確実なものとする、というのが日中・太平洋戦争を
通じた、戦争継続における大義名分としてかかげ続けてゆくことになるのである。
　この戦争の大義名分は、1940年を境にアジア全域へと拡大してゆく。日本軍は 1940年
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図 3　大東亜共栄圏と東亜新秩序
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9月 23日に援蒋ルートの遮断を目的として、北部仏印に進駐してゆく。また同年 9月 27
日には仮想敵国をアメリカとした日独伊三国軍事同盟を締結している。このなかで日本が
アジア太平洋地域の英仏蘭の植民地を支配することを、ドイツ・イタリアに了解させてい
る。従って 1940年には対米戦争を視野に入れており、そのための準備として行った北部
仏印に進駐することの正当化のために、東亜新秩序から大東亜共栄圏へ、戦争目的が拡大
していったのである。
　しかし大東亜共栄圏の使用も 1943年がピークであり、1944年以降は激減していること
が分かる。1944年は、日本軍は制海権をなくし、日本軍は玉砕戦が多くなっており、最
後の手段として神風特別攻撃隊も出撃している。また本土（東京）に初めて大規模な空襲
が行われている。このように当時の日本軍の状況はかなりじり貧であった。
　プロパガンダはそもそも外交目的に使われるものである。東亜新秩序並びに大東亜共栄
圏もアジアに向けてうたれたものであった。しかし、本土が空襲される段階に至って、プ
ロパガンダが利く状態ではなくなっていったのがわかる。どこで空襲が起こるのかもわか
らない状況で、戦争の大義名分に固執している状況ではなくなってしまったのである。
　プロパガンダとは攻撃的なものである。しかし 1944年以降、日本への本土空襲が激化
し、防戦一方（補給が断たれ十分な攻撃ができない）となっていく。こうした状況で、も
はやプロパガンダの使用がなじまなくなっていったのである。
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